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データ関連人材育成プログラム

公募説明会
平成29年５月12日
文部科学省人材政策課



データ関連人材育成プログラム 平成２９年度予算額：213百万円（新規）

○我が国が第4次産業革命を勝ち抜き、未来社会を創造するためには、AI、IoT、ビッグデータ、セキュリティ等を扱うデータ関連人材
の育成・確保が喫緊の課題。

○博士課程学生・博士号取得者等の高度人材に対して、データサイエンス等のスキルを習得させる研修プログラムを実施することにより、
我が国社会で求められるデータ関連人材を育成し、社会の多様な場での活躍を促進。

○研修プログラムの開発・実施を行う育成機関が、データ関連人材の雇用を希望する企業、大学等とコンソーシアムを形成し、博士
課程学生・博士号取得者等に対して、インターンシップ・PBL※等による研修プログラムを開発・実施することで、各々の専門性を有
しながら、データサイエンス等のスキルを習得させるとともに、キャリア開発の支援を実施。 ※(Project-Based Learning：課題解決型学習)

・ 育成機関が、データ関連人材の雇用を希望する複数の企業、大学等の他機関とコンソ
－シアムを形成

・ 育成機関が博士課程学生・博士号取得者等を募集・選定し、コンソーシアム参加機関から
データの提供等を受けながら、データサイエンス等のスキルを習得させるための研修プログラムを
開発・実施

・ 研修プログラム修了者のコンソーシアム参加機関を含む社会の多様な場での活躍を促進
・ 研修プログラムの開発に当たっては、AIPプロジェクト（※）による成果も活用
※AIPプロジェクト（人工知能/ビッグデータ/IoT/サイバーセキュリティ統合プロジェクト、平成28年度開始事業）
・ 人工知能の革新的な基盤技術の研究開発等を一体的に実施

事業スキーム

博士課程学生・
博士号取得者等

＜多様なキャリア＞
コンソーシアムに参加する
企業等における雇用を
通じて、博士課程学生・
博士号取得者等のデー
タ関連人材としての多様
なキャリアを実現

《支援対象経費》
研修プログラムの開発・実施経費
（補助率１／２、補助金上限額70百万円）

《事業期間》
８年間（補助対象期間は５年間）
※３年目に中間評価を実施

《支援拠点数》
３拠点（コンソーシアム）程度

《研修対象人数》
70人程度/年・拠点

【コンソーシアム】

研修内容イメージ（例：研修期間２～３ヶ月程度の場合）
前半（１ヶ月程度）：コアカリキュラムの修得

（半年程度をかけて、週末等を利用した研修の活用も可）
後半（１ヶ月程度）：中長期インターンシップ、ワークプレイスメント

育成機関（研修プログラムの開発・実施）

企業（データ提供等）

大学等（データ提供等）

企業（データ提供等）

企業（データ提供等）
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データ関連人材育成に関係する我が国における主な取組

○全般
・第５期科学技術基本計画（平成28年１月閣議決定）
・人工知能技術戦略会議（平成28年４月～）
・官民データ活用推進基本法（平成28年12月14日公布・施行）

○人材育成関連
・未来投資会議 構造改革徹底推進会合 第４次産業革命人材育成推進会
議（平成28年12月～）
・理工系人材育成に関する産学官円卓会議（平成27年５月～）
-理工系人材育成に関する産学官行動計画（平成28年８月）
-人材需給ワーキンググループとりまとめ（平成29年３月）
・文部科学省「第4次産業革命に向けた人材育成総合イニシアチブ」（平成
28年４月）
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• 独り立ちレベルの育成（5千人/年）

• 見習いレベルの育成（5万人/年）
現状（MGIレポート）

日本：3.4千人

US:25千人、中国：17千人

初等中等教育

• 「第５期科学技術基本計画（平成28年１月閣議決定）」において謳われている「超スマート社会」の実現、及び「理工系人材育成に関する産学官円卓
会議における行動計画」等を踏まえ、関連施策の一体的な推進が求められている

• 生産性革命や第4次産業革命による成長の実現に向けて、情報活用能力を備えた創造性に富んだ人材の育成が急務
• 日本が第4次産業革命を勝ち抜き、未来社会を創造するために、特に喫緊の課題であるAI、IoT、ビッグデータ、セキュリティ及びその基盤となるデータサ

イエンス等の人材育成・確保に資する施策を、初中教育、高等教育から研究者レベルでの包括的な人材育成総合プログラムとして体系的に実施

高等教育（大学・大学院・高専教育）
情報活用能力の育成・教育環境の整備

• 次世代に求められるプログラミングなどの情報活用能力の育成
• アクティブラーニングの視点に立った指導や個の学習ニーズに対応した「次世代
の学校」 創生（スマートスクール構想の推進 等）
• 学校関係者や関係企業等で構成する官民コンソーシアムの設立

セキュリ
ティ

ビッグデータ
産業界

情報スキル

全学的な数理・情報教育の強化
• 教育体制の抜本的強化(数理・情報教育研究センター(仮称)等)など

AI

トップレベル人材の育成
• 理研AIP※1センターにおける世界トップレベルの研究

者を惹き付け・育成
• 若手研究者支援（卓越研究員制度や競争的資

金の活用を含む）、国際研究拠点形成

数理、情報関係学部・大学院の強化
• 新たな学部等の整備の促進、enPiT※2等で養成するIT人材の増大
• 情報コアカリ・理工系基礎となる数学教育の標準カリキュラム整備
• 新たな社会を創造・牽引するアントレプレナーの育成

• 社会実装の方向性を共有
• 実社会における情報技術の

活用手法を学ぶ機会を確保

産業界への人材輩出

※注：左吹き出しの人数は「ビッグデータの利活用のための専門人材育成について」（大学共同利用機関法人情報・システム研究機構、平成27年7月））から引用

• 世界トップレベルの育成（5人/年）

• 業界代表レベルの育成（50人/年）

• 棟梁レベルの育成（500人/年）

• 小学校における体験的に学習する機会の確保、中学校
におけるコンテンツに関するプログラミング学習、高等学校
における情報科の共通必履修科目化といった、発達の段
階に即したプログラミング教育の必修化

• 全ての教科の課題発見・解決等のプロセスにおいて、各
教科の特性に応じてICTを効果的に活用

• 文科省、経産省、総務省の連携により設立する官民コン
ソーシアムにおいて、優れた教育コンテンツの開発・共有
等の取組を開始

高等学校：約337万人（３学年）
中学校：約350万人（３学年）
小学校：約660万人（６学年）

参考：必要とされるデータサイエンス人材数(※)

情報
リテラシー

• リテラシーの醸成（50万人/年）

大学入学者/年: 約60万人

※１ Advanced Integrated Intelligence Platform Project
（人工知能/ビッグデータ/IoT/サイバーセキュリティ統合プロジェクト）
※２ Education Network for Practical Information Technologies
（情報技術人材育成のための実践教育ネットワーク（形成事業））

IoT

「第4次産業革命に向けた人材育成総合イニシアチブ」
～未来社会を創造するAI/IoT/ビッグデータ等を牽引する人材育成総合プログラム～

※平成28年4月19日の産業競争力会議にて大臣より発表
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○ 我が国のAIの研究開発と社会実装の遅れが指摘される中、そうした指摘と併せて、AI人材の大幅な不足につ

いても各所で問題提起されている。（『先端IT人材』は2020年に約4.8万人不足見込み）

○ 政府においても、人工知能技術戦略会議体系下に設置された「人材育成TF」や、ボリュームゾーンを主な検

討対象とした「第4次産業革命 人材育成推進会議」など、様々な場で、人材育成の必要性について議論が重

ねられている。人工知能技術戦略会議では、特にAIのトップレベル人材の育成に焦点化して検討。

○ NEDOが実施した産業界の人材ニーズ調査も踏まえ、求められる人材の育成を加速することが必要。

研究開発目標と産業化ロードマップを具体的

に実現するためには、その担い手として、各産

業セクターにおいて必要となる、

の３つに関する人材の育成が急務。

①人工知能技術の問題解決力

（AIに関する様々な知識・汎用的能力）

②人工知能技術の具現化力

（ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｻｲｴﾝｽの知識・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ技術）

③人工知能技術の活用力

（具体的な社会課題に適用する能力）

※１ 人工知能技術戦略会議 人材育成TFにおいて調査。筑波大・早大は平成27年度入学者数、その他は平成27年度修了者数
を母数。

※２ 各大学の人工知能技術関係の研究科・専攻等を対象に、「当該研究科・専攻等の入学者又は修了者数」×「当該研究科・専攻等のう
ち人工知能に関する研究を行っている研究室の割合」をもとに、人工知能技術に係る人材数を試算（人工知能技術関係の研究室に所
属する学生の実数が把握できたものは実数をもとに計算）。

※３ 博士人材数も、修士と同様の方法で算出。

大学における年間養成規模を暫定的に試算した例（人）

『先端IT人材』の将来推計（人）
2016年 2018年 2020年

潜在人員規模（a+b） 112,090 143,450 177,200

現時点の不足数（b） 15,190 31,500 47,810

現在の人材数（a） 96,900 111,950 129,390

※ 出典：経済産業省「IT人材の最新動向と将来推計に関する調査結果」（平成28年3月、委託：みずほ情報総研株式会社）
p.218 図 4-183より事務局作成

※ 『先端IT人材』とは、ビッグデータ、IoT、人工知能に携わる人材（同上、p.84・218）

北大 東北大 東大 東工大 名大 京大 阪大 九大 筑波大 早大 慶大 計

修士課程
（推計）※２

54.5 50.9 118.0 116.0 51.0 81.7 90.6 56.4 98.4 83.0 63.3 863.8

博士課程
（推計）※３

9.0 13.6 19.3 23.0 6.0 20.5 19.1 12.6 16.9 9.0 6.4 155.4

人材育成の加速の必要性について

6
出典：第４回人工知能技術戦略会議資料（平成29年１月16日）



産業界が求める理工系人材ニーズ

出典：経済産業省「産業界が求める理工系人材ニーズに関する調査」（平成27年5月22日理工系人材育成に関する産学官円卓会議（第1回） 資料5より） 7



データサイエンティスト数の国際比較

○超スマート社会と呼ばれるような、AI、IoT、ビッグデータ等の進展した社会においては、IT系の企業に限らず、それ以外のユーザー企業
（金融、製薬、製造、小売等）においても、自社もしくは業界ごとにデータ関連人材を抱え、ビッグデータ等に依拠した経営戦略を
立てていくことが死活問題となる。

○一方で、我が国のユーザー企業のITエンジニア数は少なく、データ関連人材の数も少ないかほぼ存在しないものと思われる。

出典：IPA（情報処理推進機構）「グローバル化を支えるIT人材確保・育成施策に関する調査」（平成23年3月） 8
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図３－３３／企業研究者に占める博士号取得者の割合（各国比較）

出典：（日本）総務省統計局「平成28年科学技術研究調査」
（米国）”NSF, SESTAT”
（その他の国）”OECD Science, Technology, and R&D Statistics”

以上のデータを基に文部科学省作成

○我が国は、企業研究者に占める博士号取得者の割合が各国と比較して低い。
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○民間企業が博士課程修了者を採用しない理由としては、「企業内外（大学院含む）での教育・訓練によって社会
の研究者の能力を高める方が効果的だから」、「特定分野の専門的知識を持つが、企業ではすぐには活用できない
から」という回答が多い。

出典：科学技術・学術政策研究所「民間企業の研究活動に関する調査報告2012」(平成25年９月)を基に文部科学省作成

民間企業が博士課程修了者を研究開発者として採用しない理由

N=650社

※博士課程修了者を研究開発者として採用しない理由として、「採用する必要がない」、「採用する必要はあるが、 募集（採用活動）を行わなかった」、「応
募があったが、不採用とした」と回答した企業を対象として調査。なお、研究開発者を採用していない企業も調査対象に含む。
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52.9%

58.4%

53.7%
56.1%

78.3% 77.6% 76.6%
78.3%

20.1%
23.1%

20.6% 21.4%

2.5%
6.0%

2.8% 3.6%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

2011 2012 2013 2014

学士号取得者

修士号取得者

博士課程修了者
（ポスドク等経験なし）

ポスドク等経験者

研究開発者を採用した民間企業における学位別採用状況

※ 博士課程修了者及びポスドク等経験者は、博士課程満期退学者を含んでいる。
※ 資本金１億円以上で、かつ、社内で研究開発を行っている民間企業を調査対象としており、各年次のデータは、同一
企業を対象として調査した結果ではない。

出典：科学技術・学術政策研究所「民間企業の研究活動に関する調査報告」を基に文部科学省作成

○平成23～26年度に研究開発者を採用した民間企業のうち、博士課程修了者（ポストドクター等の経験なし）を採
用した民間企業の割合は、２割程度で推移している。

（年度）

研究開発者を採用した
企業割合：41.8%

研究開発者を採用した
企業割合：41.2%

研究開発者を採用した
企業割合：41.5%

研究開発者を採用した
企業割合：46.0%
N=448社 N=423社 N=471社N=416社
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（課題）
○現在、我が国で指摘されている高度データ関連人材の不足は、デー
タ活用及び人材育成等における原因が複合的に重なっていることか
ら生じているのではないか。

○このような状況の下、産官学の潜在的なニーズとシーズのマッチング
が適切になされておらず、両者を連動させる取組も不足しているので
はないか。

○高度データ関連人材が輩出されないことと、第４次産業革命
（Society5.0）に対応できる人材が圧倒的に不足していることが負の連
鎖となっており、その打破のための取組が必要とされているのではない
か。

課題のまとめ（公募要領p2-3）
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（本事業の狙い（問題解決の仮説））
○本事業では、高度データ関連人材の発掘・育成・活躍促進につい
て、多様なステークホルダーによる協働により、データ利活用社会の
形成を目指し、これを達成する高度データ関連コンソーシアムを立ち
上げていただきます。

○また、研究活動を通じて、高度な分析・洞察能力を養い、高度データ
関連人材としての基礎的な知識・素養を有する者（博士課程学生や
博士号取得者等）を主なターゲットとして設定し、その掘り起こしを行
い、育成し、キャリア形成を支援していただきます。

○なお、本事業により発掘・育成された人材の活躍促進のためには、企
業活動等における活躍のフィールドが存在することが重要であり、既
存のフィールドにおける活動や、高度データ関連人材の活躍のフィー
ルドが未成熟な分野・業種におけるフィールドの構築を模索する取組
との連動が必須です。

本事業の狙い（公募要領p3）
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事業の概要（公募要領 p5）

15

本事業の実施に当たっては、我が国における新たな高度データ関連人材の発掘・育成・活躍
促進のモデルの構築及び運用を目的に含むコンソーシアムを形成してください。
コンソーシアムは、
・本事業実施の中心的な役割を果たす「代表機関」
・コンソーシアムに参画し、代表機関と協働して新たなモデルの構築及び運用を行う「参画機関」
から構成してください。
なお、必要に応じて、コンソーシアム外でコンソーシアムにおける諸活動と連携する「連携機関」

を募ることも可能です。



事業の概要（公募要領 p5-7,p10）

16

＜公募プロセスの主なイメージ＞

・代表機関単位で申請してください。
・申請書類は、様式１を使用してください。

・コンソーシアム単位で一次エントリー
した代表機関が申請してください。

・申請書類は、様式１※～４を使用
してください。

※様式１について、一次エントリーと正式エントリーとで、
同じものでも変更したものでも、どちらでも構いません。

・必要に応じて、公開された目標・計画等に賛同し、協働す
る参画機関（及び連携機関）の募集を行っていただきま
す。

・運営協議会を設置することでコンソーシアムを立ち上げてく
ださい。

・そのうえで、一次エントリー内容の精査、修正等を行ってい
ただくことも構いません。



補助の内容（公募要領 p５、ｐ６、p8）
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○対象機関（代表機関）：
・日本国内に法人格を有する企業等
・一般社団・財団法人（公益認定を受けている公益社団・財団法人を含む）
・大学 ・高等専門学校 ・大学共同利用機関 ・独立行政法人 ・公設試験研究機関

○選定件数：３件程度
○補助金額：７千万円／年（上限）、補助率１／２
○補助事業期間：
・８年間（補助金の交付は５年間）
・５年間（補助金の交付は３年間）
・３年間（補助金の交付は２年間）

※補助対象経費及び使用できる経費の種類（費目・種別）は公募要領P9及びP13をご参照ください。



申請要件：一次エントリー（公募要領 p6）
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（目標・計画）
・我が国のデータ利活用社会の一端を担うことを目指し、高度データ関連人材の発掘・育成・活躍促進に
向けて、目標・計画が具体的に明示されていること。

（コンソーシアムの要件）
・高度データ関連人材の発掘・育成・活躍促進を目的としたコンソーシアムであること。なお、設立するコン
ソーシアムの在り方により、高度データ関連人材の発掘・育成・活躍促進以外の事項を目的に含むコン
ソーシアムとすることも妨げない。

・代表機関がコンソーシアムを運営するための事務体制や経済基盤を有していること。
・コンソーシアムへの参画要件など、コンソーシアムのルールを定めた規程が整備されていること。また、必要
に応じて、コンソーシアム外でのインターンシップ受入れなど、連携機関との連携を希望する事項が明示さ
れていること。

・本事業に選定されなかった際のコンソーシアム形成の取扱いが明示されていること。

（研修プログラムの要件）
・原則として、受講対象者（博士人材等）の選抜がなされること。
・データ関連の技術や知識の習得・活用のみならず、PBLやインターンシップ等を通じて、新たなビジネスなど
の価値を創出する実践的な研修内容を含む総合的な研修プログラムを開発・実施するものであること。

・代表機関に加え、参画機関や連携機関における実務的な課題解決を通じた、受講者のキャリア開発を
支援する取組であること。



申請要件：正式エントリー（公募要領 p7）
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（コンソーシアムの要件）
・地域・分野等に広がりのあるコンソーシアムを構築し、当該地域・分野等、ひいては我が国全体の高度データ関
連人材の発掘・育成・活躍促進への寄与を目指した取組であること。

・企業、大学、公的研究機関等の多様な機関との協働による、博士人材等の発掘、人材育成プログラムの開
発、活躍の場の構築に関する取組であること。

・代表機関と参画機関の緊密な協働によりモデルを作り上げ、運用を行う取組であること。

（運営協議会の設置）
・事業の実施主体として、コンソーシアムの運営協議会を設置すること。
・運営協議会は、コンソーシアム全体の管理・運営の責任主体であり、代表機関に置くこととし、運営はコンソーシ
アムを構成する参画機関の協力を得て行うこと。

・運営協議会の具体的な機能については、当該運営協議会において取り決め、コンソーシアムのルールを定めた
規程において定めること。

（研修プログラムの要件）
・一次エントリー時の（研修プログラムの要件）を満たした上で、コンソーシアム全体として現実的に運営できる研
修プログラムであること。

（定量的要件）
・本事業の選定２年目以降は１つのコンソーシアム当たり、「補助金額（円）／100万（人）」程度以上の
受講希望者が集まる取組とすること。

・１つのコンソーシアムにおける１年間を通じた合計の受講者のうち、博士課程学生又は博士号取得者若しくは
その両方が５割以上を占めること。



審査等の方法（公募要領 p10、審査要領 p2）

○一次エントリーにおける要件確認
・文部科学省において、原則として、公募要領２.（１）及び（２）に示す要
件を確認します

○正式エントリーにおける審査
・審査は、有識者等によって構成される「データ関連人材育成プログラム企画・
審査委員会」において、書面審査及び面接審査とその後の委員による合議
により実施します。審査の過程で追加の資料を求める場合がありますので、ご
了承ください。

・選定コンソーシアムは、当該委員会による審査結果を踏まえ、文部科学省に
おいて決定します。
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審査の観点①（審査要領 p2-p3）
（１）目標・計画の妥当性・効率性
・我が国において、様々な分野や業種の専門性を有する優れたデータ関連人材育成のモデルを
作り上げ、着実に運用していくに当たり、明確なKPIを設定し、各機関の特徴を発揮・発展させ
た、意欲的で効果的かつ実行可能な目標・計画となっているか。
・発掘・育成の対象となる人材や、活躍する分野や業界など、ターゲットを明確に設定した計画と
なっているか。
・受講生や、参画機関、連携機関が研修プログラムやコンソーシアムに参画する上でのインセンティ
ブの設計が適切かどうか。
・補助事業期間中の各年度における活動計画が適切に立てられているか。
・経費の使途や支出計画が適切であり、費用対効果の高い取組内容となっているか。

（２）コンソーシアムの構築
・高度データ関連人材としての素養を持った人材を発掘し、効果的・効率的な人材育成をした上
で、社会における活躍促進を一体的かつ効果的に実行可能なコンソーシアム体制となっている
か。
・コンソーシアムにおける各機関の役割分担が明確であり、協働体制が緊密なものとなっているか。
・参画機関について、トップの関与など、機関としてコミットや、先進的な機関の参画、後発的な機
関の取り込みなど、目標の実現に向けて、実効性のある体制となっているか。
・連携機関や社会のニーズを積極的に取り入れ、協働する体制となっているか。
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審査の観点②（審査要領 p2）

（３）受講者の募集、研修プログラムの開発、キャリアパスの形成支援
・研修プログラムが、全体として、育成する人材像やキャリアパス等を明確に設定し、効果的・効率
的、かつ、時宜にかなったものとなっているか。
・情報系に限らない分野における高度データ関連人材の素養を持った優秀な博士人材等を発
掘・選抜するとともに、個々人の有する専門性に加えて、新たな分野への挑戦を促すなど、受講
希望者に対するモチベーションを向上させる取組となっているか。
・研修プログラムの内容について、長期インターンシップの活用など、実践的なスキルや知識を習得
するものとなっているか。また、外部専門家の活用や海外機関との連携など、最新の動向を踏ま
える取組となっているか。
・研修プログラムの受講者が、新たなキャリアパスを形成し、真に社会に求められる活躍場所を得る
ため、既存の取組成果の活用、コンソーシアム内外の機関との連携など、実効性のある計画と
なっているか。

（４）補助期間及び補助事業期間の終了後における継続性
・補助期間及び補助事業期間の終了後において、コンソーシアムが自立して、取組の継続性を確
保し得る体制や明確な計画が設定されているか。
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（参考）企画・審査委員会（※）の議論例①

○博士人材に係ること

・従来ではキャリアパスが意識されていない分野等の博士人材に対して、新たなキャリ
アに進む可能性のある者の発掘及び意識づけ、育成
→新たなキャリアへの刺激や、新たなキャリアパスを進むための敷居を下げる取組（イ
ンターンシップ等）、データ関連の知見と関連分野の連携

（対象）
・通常の採用では直接アクセスできない分野（例：理学部物理、生物実験系 等）
・データ関連人材のキャリアパス意識が薄い地域の博士人材

（手法例）
・各機関が持つ従来の仕組みの活用
・給与型インターンシップ
・共同研究も含め、実際の問題を扱う興味関心を引くテーマの提示（サンドボックスが
必要な場合も）

※インターンシップを行う場合の期間は、受講者の実態を踏まえると、実際の課題に触
れたり、博士人材の能力を図ったりする程度の３か月程度が現実的か。

※データ関連人材育成プログラム企画・審査委員会
※以下は、あくまで議論の一部を紹介するものであり、取組要件として求めるものではない。
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○企業等に係ること

・データを保有、活用できる企業に人材を輩出していく必要。
・併せて、発掘・育成した人材を活用していく体制が必要。
・先発企業等が後発企業を先導していくこともありうる。
・人材輩出先の企業トップを巻き込む取組になるとよりよい。

（対象）
・先進企業のコンソーシアムへの取り込み
・データ関連に取り組んでいない企業の巻き込み

（手法例）
・トップ企業を中心としたコンソーシアムの形成
・企業トップに対する働きかけ
・組織対組織の産学連携スキームの活用

（参考）企画・審査委員会の議論例②
※以下は、あくまで議論の一部を紹介するものであり、取組要件として求めるものではない。
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○コンソーシアムの形態

・コンソーシアムの範囲・狙い、個性の明確化
・優秀な人材を意識のある企業に輩出するパイプラインの創出

（視点例）※多様な個性に留意
・学生の掘り起こし
・企業のデータ活用推進（技術の伝達／情報の共有）
・大学と企業のパイプライン構築
・大学や企業の数ありきではなく、各々の目的達成に向けた適切な体制構築

ある ない

進んでいる
（≒開発）

データ産業及びトップノッチへの輩出

これから
（or研究）

既存の企業とのネットワーク増強
業界及び学生の意識拡大
地域のデジタル意識底上げ

学生の掘り起こし

企業の
データ活用

この領域を目指しつつ
大学と企業のパイプラインを構築
→モデル化による取組活性化

（参考）企画・審査委員会の議論例③
※以下は、あくまで議論の一部を紹介するものであり、取組要件として求めるものではない。

＜切り口の例＞
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○コンソーシアムの範囲・構築スキーム

A企業
B大学
C機関
・・・・代表機関

参画機関

コンソーシアム

大学等 企業等

連携機関

博士人材発掘、育成、輩出活動
を中心とする高度データ関連に関する活動

コンソーシアムとの連携による
・キャリアパス形成に関する協力
・データ提供に関する協力
・育成ノウハウ、高度データ活用ノウハウに関する協力

（参考）企画・審査委員会の議論例④
※以下は、あくまで議論の一部を紹介するものであり、取組要件として求めるものではない。
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平成29年度の公募スケジュール（予定）
○公募説明会 ：平成29年５月12日（金）（本日）

○一次エントリー
・公募開始 ：平成29年４月26日（水）
・公募締切り ：平成29年５月26日（金）17：00
・要件確認 ：平成29年５月下旬
・情報公開開始 ：平成29年５月末

○正式エントリー
・公募開始 ：平成29年６月26日（月）
・公募締切り ：平成29年６月30日（金）17：00

○審査 ：平成29年７月
○結果の通知・公表 ：平成29年８月上旬
○交付申請等 ：平成29年８月下旬
○交付決定 ：平成29年９月上旬
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＜お問合せ先＞
文部科学省科学技術・学術政策局人材政策課
担当：宮地、伊藤、山下、加藤
電話：０３－６７３４－４０５１
E-mail：kiban@mext.go.jp
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